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和文抄録：かつて旅行会社の仕事は運輸機関や宿泊施設の手配をすることだと考えられ
ていた。それは手配旅行と呼ばれていた。一方で、旅行会社には主催旅行や請負旅行と
いう､旅行会社が自ら造成する旅行商品も存在していた。前者の代表がパッケージツアー
である。今日の旅行会社の主たる仕事は旅行商品の造成・販売である。旅行商品はシス
テムアップ商品であることを特徴とし、その構成要素は旅行素材(運輸機関・宿泊施設
など）と観光素材(観光資源や観光施設、温泉など)である。旅行会社にとっては自らの
サービスである添乗員という栂成要素が最も重要であり、それを生かした日本旅行の平
田進也のような成功事例もある。ただ､今日の旅行商品は逆に旅行素材や観光素材によっ
てその地位を脅かされている。
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かつて旅行会社の仕事は、旅行素材(交通機関や宿泊施設など)を取り扱うこと－予約をし、
媒介すること－だと考えられていた時代があった。その仕事は今日も残るものの、旅行会社の
最も重要な仕事は旅行商品を造成することなのだという認識に変わってきた。特に1990年代半ば
からのインターネット時代にあっては、旅行素材に関しては、各素材自体が自社のウェブサイト
で予約を受け付けるようになり、あるいは現実世界には営業所を持たないインターネット上の旅
行会社(ウェブ旅行会社)がその便利さからシェアを増加させていることもあって、既存の(＝現
実世界の)旅行会社にとっては旅行素材の単品販売よりもシステムアップ商品である旅行商品の
重要性が一層増している。
旅行商品の特性は何よりも無形の商品だという点にあろう。しかし、日程の進行とともに商品
内容は具体的な現実として消費者の前に姿を現わす。すなわち、抽象的な文字でしかなかった日
程表が次々に具現化されるところに最大の特徴がある。その際、経験価値が旅行中のさまざまな
場面で生まれることになる。それは一つ、二つのサービスなり、観光資源に向き合う場面におい
てだけ生まれるというのではない。旅行商品がシステムアップ商品として多くの部分から形成さ
れている以上、経験価値はより多くの場面で生まれる可能性がある。旅行仲間や添乗員、現地ガ
イド、バスガイドなどとの出会いもまた経験価値を生むことは珍しくない。以上のことは、海外
旅行などにおける価格競争の現状からは当然のことのように思われている旅行商品のコモディテ
ィ化の進行について、そうはなっていかない可能性を示唆するものでもある。
観光マーケティングは、旅行商品を中心とするからといって、旅行会社の造成する商品だけを
対象とするわけではない。そこへ組み込まれる観光地や観光資源、旅行素材である運輸機関や宿
泊施設なども必須の対象として考慮に入れることを意味する。もちろん、そこでは、第３節で詳
述するように、各旅行素材が旅行会社主導による旅行商品の構成要素になるのではない道も開け
旅行商品とは何か３
ている。それ自体、吸引力の強い観光素材や旅行素材は、逆に旅行会社が造成する旅行商品を食
い破ることがある。旭山動物園、東京ディズニーランド、由布院温泉の特定旅館、黒川温泉のほ
とんどの旅館、ホノルルの一定水準以上のホテル、等々では素材の方が旅行商品よりも優位に立
っていると見ることができる。それらは旅行会社からの送客を当てにしなくとも顧客の誘引がで
きるからである。
いずれにしろ、観光マーケティングでは、旅行商品の理解も不可欠ながら、それと旅行素材・
観光素材がどのような関係になるのかも理解することが必要である。また、消費者の細分化を、
コトラーらが提示する一般的な製品マーケティングにおけるのとは異なる、旅行形態や観光形態
との関連において探っていく必要がある。
以下、旅行商品とは何かという基本的なことから、現代マーケティング研究が明らかにしてき
た関係性マーケティングや経験価値マーケティング、コモディティ化などとの関連についても、
観光マーケティング固有の原理にこだわって解明してみたい。
1．旅行商品はいかに生まれたか
旅行会社の仕事
旅行業に関する最初の法律は1952年(昭和27年)に制定された「旅行あっ旋業法」である。その
名称どおり、旅行会社の仕事を「旅行斡旋」と規定しているのが基本であり、第２条第１項第１
号では、「日本人又は外国人のために、他人の経営する運送機関、宿泊施設その他の旅行に関す
る施設の利用について、対価を得てあっ旋すること」だと定義されている。すなわち、顧客から
の依頼をもとに､主として旅行素材である運輸機関と宿泊施設を手配することが意味されている。
それは旅行業界で単品販売と呼ばれる最も原初的な仕事である。しかし同時に、第２条第１項第
３号では、「前号に掲げるものの外、対価を得て、他人の経営する運輸機関若しくは宿泊施設を
利用して、日本人若しくは外国人を運送し若しくは宿泊させ、又はこれらの行為に付随してその
他の旅行に関するサービスを提供すること｣、と述べられており、すでに旅行会社の仕事として
単品販売が該当する手配型とともに、旅行商品が意味される主催・請負型の旅行が存在していた
ことが法律上からも知られる。
本論では法律論の方に踏み込むのではなく、観光マーケティングを考える上で必要な旅行商品
という観点からの記述に留めたい。
（１）手配旅行
手配型というのは、主として個人顧客から鉄道や航空券、あるいはホテル・旅館宿泊の予約依
頼を受け手配する、というのが基本である。これは1960年代における日本人における旅行の普及
がどのような状況だったかを考えると理解しやすい。当時の内閣総理大臣官房審議室の「国民の
旅行に関する世論調査」では、団体旅行をしているものは全体の66％、半数に近い49％は団体旅
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行しかしていないという状態だった(吉田2010:17)。いわば、まだ旅行に対する知識が少なく（＝
情報源が少なく）、個人として旅行する場合には必要な運輸機関・宿泊施設を旅行会社に頼まざ
るを得ない時代だった。それも自ら選択するというよりも、旅行会社のアドバイスにより日程を
決めるというかたちが多かった。旅行会社の方からすれば、各旅行素材の料金を積み上げていく
オーダーメイドの旅行ということになり、日程の作成や手配など手間のかかるものだった。これ
が「旅行斡旋」の時代である。
もちろん、旅行会社の最初の仕事である運輸機関・宿泊施設の確保(＝予約)は、家族旅行やグ
ループ旅行を含めた個人客に限られたことではなく､団体旅行においても必要とされた。つまり、
手配旅行は手配個人旅行と手配団体旅行の二つに大きく分けることができた。一挙に大きな取扱
人数・販売額を得られるものの、数が大きければ大きいほど、運輸機関と宿泊施設の確保は旅行
会社にとって難易度の高い仕事となる。そこで手配を頼まれてから動くのではなく、需要を見込
んであらかじめ座席や部屋を確保するということ(＝仕入れ)が行なわれる。何年も前から分かっ
ている宗教行事参加旅行や修学旅行の手配は数年前の時点で、特に運輸機関との調整が行なわれ
るのが普通である。この仕入れは、個別の団体旅行というよりは会社全体、あるいは支社ごとに
年間を通じて交渉がなされる。関係性マーケティングは旅行会社と顧客という関係においてだけ
でなく、観光学では観光媒体と呼ばれる運輸機関・宿泊施設などと旅行会社の関係においても古
くから有効とされてきたものだった。
さて、個人旅行の場合には、目的地の選定すら旅行会社のアドバイスに頼るということ起こる
が、宗教行事に参加する旅行や修学旅行においては、目的・宿泊地から交通手段まで指定される
ことも多い。また、スケジュールの関係から移動する時間帯も指定されることが起きる。こうし
た点では、団体旅行の方が顧客(＝オーガナイザー)の要望、すなわち具体的な手配内容が明確で
あり、顧客の注文に応じて旅行会社が必要な手配をするという手配旅行の概念に合致する。しか
し、団体旅行の件数が多くなるにつれてこうした手配旅行という概念には留まらない、目的地・
内容については旅行会社任せにするケースも増えてくる。「慰安旅行(＝職場旅行)にどこかいい
ところある｣、「今度、盛大に取引先を招待する旅行をやりたいんだけど、どこがいいかな」とい
うように旅行形態別に旅行計画作成、及び手配依頼(＝需要)が、手配旅行の概念を越えるかたち
で旅行会社にもたらされるようになったのである。顧客の要望をよく聞き、それにあわせた旅行
プラン(＝旅行商品)を旅行会社の方から提示するということが当たり前となったのである。これ
らはもはや手配団体旅行というよりも請負旅行と区分されるものとなる。
(2)主催旅行(募集型企画旅行）
なお、ここで主催旅行と区分されるものは、旅行会社があらかじめ旅行日程、旅行条件、実施
月日、販売価格を定め、参加者を募る旅行のことで、パッケージツアーや新聞募集旅行(メディ
ア募集旅行)がその典型である。2005年４月１日より施行の現在の旅行業法では募集型企画旅行
という名称となっており、旅行業界で長く流通していた主催旅行という言葉は消失した。その性
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格は変わらないが、旅行商品としての位置づけは大きく変わってきており、旅行会社にも責任が
ある部分を明確にするようになってきた。
それは次のようなことである。
旅行会社が造成し、販売する旅行商品に含まれる宿泊施設や運輸機関を旅行会社は所有してい
るわけではないため、そこでの事故や不都合については責任を負うものではないとされてきた。
それはオーディオセットのように、それぞれ独自の機能を持つ－なおかつ単独の商品としても
売られる－素材から成るシステムアップ商品だからである。しかし一方では、自動車会社が各
部品メーカーから素材の提供を受けているにしても、事故が起これば完成品として車を売った自
動車会社は責任を逃れることはできないという現実もあった。いわば自動車などと同様、完成品
としての旅行商品に旅程管理上の責任をもたされることになったのである。すなわち、旅程保証
という概念の発生である。
旅程保証とは、受注型であれ募集型であれ、旅行商品として企画旅行を販売する以上、契約内
容、すなわち当初予定の旅行内容を変更した場合一例えば、出発日・帰着日の変更、運輸機関
や宿泊施設備などの低い料金・不利な条件への変更、入場する観光施設やレストランの変更など
－､旅行会社に直接の責任があるかないかにかかわらず､予め決められた変更補償金を支払う、
というものである。もちろん、天災地変、戦乱・暴動、官公署の命令などの免責事項は設けられ
てはいるものの、旅行商品についての、消費者に対する旅行会社の責任という点で大きな変化で
もあった。
ところでこの募集型企画旅行については、主催旅行という名前の時代から法律上からも、旅行
会社の実務という点においても悩ましい問題が他にもあった。それは私たちが観光マーケティン
グを考える上でも､やがて細分化の問題を論じる際に必須の課題となるようなものである。以下、
その区分する考え方について説明しておきたい。
まず、次のような誤解を解消しておかねばならない。
主催旅行(今日では募集型企画旅行)は、パッケージツアーのことだけを意味するのではない。
｢パッケージツアーは、旅行会社が事前に作成し広告その他の方法により募集して行なう旅行で
あり、日本では『旅行業法』で主催旅行と呼ばれている」（玉村2003:３)、というような記述は
明らかな誤りである。1982年に改正された旅行業法で定義されているのは次のようなことに過ぎ
ない。
この法律で「主催旅行」とは、旅行業を営む者が、あらかじめ、旅行の目的地及び日程、
旅行者が提供を受けることができる運送又は宿泊のサービスの内容並びに旅行者が旅行業を
営むものに支払うべき対価に関する事項を定めた旅行に関する経過を作成し、これに参加す
る旅行者を広告その他の方法により募集して実施する旅行をいう。（第２条第４項）
パッケージツアーとは、そのまま日本語に訳せば「包括旅行」となるが、日本の旅行業界では、
主としてパンフレットによって募集されるブランド名の付いた主催旅行のことである。ＪＴＢで
あれば国内旅行でエースＪＴＢ，海外旅行でルックＪＴＢ、近畿日本ツーリストであれば前者が
メイト、後者がホリデイ、日本旅行の場合は赤い風船とマッハ－これらのものを旅行業界では
通常「(ブランド)パッケージツアー」と呼んでいる。新聞広告で募集される、そうしたブランド
名の付いていないものはメディア募集旅行(新聞募集旅行)と呼ばれる別のタイプの主催旅行であ
る。主催旅行のさらに別のタイプとして、旅行業法施行要領が具体的に事例を挙げている次のよ
うな事例がある。それは旅行業界の営業現場に身をおいていなければなかなか実態が理解できな
いものであり、筆者がかねてから旅行形態の細分化において組織内募集旅行と分類するものであ
る。
組織内募集旅行は2000年改正の旅行業法施行要領では主催旅行として、2005年改正の同要領で
は(募集型､受注型両方を含む)企画旅行として同じ説明がなされている。ここでは旅行業法施行
要領の記述に沿うかたちでなく、旅行形態の実質、すなわち旅行会社の対応の仕方・仕事の進め
方という観点から説明をしてみたい。この方が観光マーケティング確立に有益だと考えるからで
ある。
まず、オーガナイザーという言葉の理解が必要である。これは主として団体旅行を実施してく
れる会社・学校・団体・組織などを意味している。『観光学辞典』において佐藤喜子光は次のよ
うな具体例を掲げている。
?????
視察研修旅行を募集する際に呼びかけの窓口になる同業者組合・協会。
イベントへの団体参加を呼びかける趣味同好会世話役。
周年記念旅行や職場旅行を企画する企業や労働組合。
報奨旅行を企画するメーカー。
修学旅行を実施する学校。
（長谷1997:１３８－部改変）
上記は旅行形態の細分化という観点からでなく、どのような組織・団体がオーガナイザーとな
っているかという実務面(旅行会社のセールス先)からの区分であり、佐藤は「旅行会社と旅行参
加者の中間に位極する存在」だとしている。これを旅行形態面から分析すると次のような区分と
なる(吉田2003=2004:105-108、吉田2010=30-33)。まず主催旅行(募集型企画旅行)とならず、従
来の手配団体旅行、現在の受注型企画旅行に分類されるケースである。
①同業者組合・協会、商店街の振興組合などが限られたメンバーで行なう親睦旅行(観光
が中心だが視察研修を一部に含む場合が多く、名目上視察研修とされる場合もある)。
②イベントに限らず、昆虫の収集、天体観測、絵画鑑賞、ダンスなど趣味を同じくした人
たちが同一の目的で旅行する形態で、親睦旅行の一種類だと考えられる。
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③職場単位で行なわれる社員旅行(かつては慰安旅行と呼ばれ、現在は職場旅行と呼ばれ
ることが多い)、及びその拡大版で全社的に行なわれる、企業による周年記念旅行。
④販売会社による、営業成績の優秀な社員対象の報奨旅行。
⑤学校によって実施される修学旅行を含む教育旅行。
以上の旅行形態は主催旅行とならないケースだが、それは次のような理由による。①について
は役員などごく限られたメンバーによる旅行だからである。②についても同じ解釈で、最初から
限定されたメンバー間で旅行意思が確定されていれば主催旅行とはならない｡③④⑤についても、
参加する旅行者をパンフレットによって募集する旅行でなく、限定された資格(その職場で働い
ている、営業成績が良かった、生徒であるなど)によって参加できる旅行である。
①は役員などごく限られたメンバーでなく、同業者組合の数百人というメンバーに対してパン
フレットなどによって募集される場合には、旅行会社による主催旅行となる。すなわち、旅行会
社が受付けをし、パンフレットに明示された旅行代金を参加者から収受する。これが組織内募集
旅行と呼ばれるものである。もし組合の事務局が旅行の申し込みを受け付け、旅行代金を収受す
れば違法行為となる。②についても同様のことがいえる。趣味のグループが少数であったり、大
人数であっても顔見知りの人たちだけで行く場合には親睦旅行という手配団体旅行(現在では受
注型企画旅行)だが、数百人、数千人というメンバーに対してパンフレットで募集する場合には
組織内募集旅行として主催旅行(受注型企画旅行)に分類されることになる。③については大企業
の労働組合が組合員(社員)に対して夏休みや正月休みにパンフレットを配布して募集する旅行で
あればやはり組織内募集旅行である。現在では高等学校における海外修学旅行は珍しくないが、
専門学校等においても、カリキュラム上すべての在校生が参加することになっている海外旅行は
教育旅行に分類される。しかし、カリキュラム上位置づけられているとしても、大学等で希望者
だけを募集する語学研修旅行となれば組織内募集旅行となる。（なお、最後の事例は、旅行業法
施行要領によれば主催旅行とは解釈されていないが、旅行形態上は明らかな組織内募集旅行であ
り、個々の参加者にとっては受注型企画旅行というよりやはり主催旅行、すなわち募集型企画旅
行と解するのが適切だと筆者は考えている｡）
過渡期の旅行商品一セット旅行と請負旅行
先に、旅行会社の仕事として、1952年制定の旅行業に関する最初の法律「旅行あっ旋業法」に
おいて旅行素材である運輸機関と宿泊施設の手配をほぼ意味するケースの他に、旅行商品が意味
される主催・請負型の旅行があることに触れた。ここでは過渡期の旅行商品ともいうべきセット
旅行と請負旅行についてその経緯を述べる。
1962年に日本交通公社(現ＪＴＢ)は個人向けの旅行商品である「セット旅行」の販売を開始し
た。ここで初めて個人対応型－もちろん、家族旅行や少人数のグループ旅行でもかまわない－
－の旅行商品という概念が実現されたのである。第１弾の北海道は９月15日から、次いで十和田
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が10月１日からいずれも10月３１日まで毎日設定され、出発地は東京、名古屋、大阪、福岡で、双
方のコー ス合計で約300人の実績があった（(財)日本交通公社1982:325-326)。それまで運輸機関
や宿泊施設をバラバラに注文していた手配型の旅行斡旋から、必要な旅行素材・現地の観光素材
がセットされた、包括型の旅行商品造成という重要な変化だった。これはほぼ団体旅行において
は請負旅行のような形態で旅行商品が実現されていたことに対応する、個人旅行における旅行商
品化の試みだった。
手配型の旅行斡旋では、個別の旅行素材の料金を積算して必要な旅行経費を顧客に請求すると
いうスタイルである。一方、セット旅行の場合は、日程上必要な旅行素材や現地での観光素材に
ついて、必要な経費は一括して旅行代金として請求される。旅行商品とはこのことを意味してい
る。旅行会社にしてみれば、オーダーメイドの手間が一挙に省ける、効率のよい商品の誕生であ
る。今日では、個人で参加できる団体旅行であるパッケージツアーが隆盛であり、ＪＴＢであれ
ばエース、近畿日本ツーリストであればメイト、日本旅行であれば赤い風船といった具合にパッ
ケージツアーのブランドを各社とも販売しており、旅行商品という概念は珍しくもないが、１９６０
年代での個人を対象とした旅行商品は画期的なことだった。（なお、今日では従来セット旅行と
されていたものもブランドパッケージツアーの一形態として定着している｡）
ただ、後述するように、今日、旅行会社が造成する旅行商品の機能は、同行する添乗員ととも
に、バスガイドや現地観光ガイドとは異なる、受け入れ体制が整っていることにより充実したか
たちで発揮されるものだった。（これが旅程管理・旅程保証という概念を生む基盤でもあった｡）
これまでにも名前の出てきた請負旅行はその点からはセット旅行よりは一歩進んだものだった。
請負旅行という名称は、今日では旅行関係ではもう存在しない言葉である。それは目的地まで
含めて旅行会社に企画してもらうこと、すなわち個別の旅行素材を手配依頼するというよりも、
旅行先での観光素材も含めて、すべてを含んだ上での旅行商品－多くの場合、添乗員が同行す
るサービスまで含まれている－を提供することを意味していた。
ここではまず請負という言葉の説明をしておく必要がある。国語辞書では、依頼人と期限・報
酬等を決めて仕事を引き受け、完成させること、というような趣旨の説明がされている。旅行の
ケースでいえば、オーガナイザー(会社・学校・官庁・組織団体など)から依頼を受けて旅行会社
は必要なすべての手配を行なう、すなわち完成された旅行商品を提示するということである。個
人・グループ旅行であれば手配旅行といわれるものが、団体旅行の場合には、修学旅行や宗教行
事参加旅行など一部を除けば、請負旅行と呼ばれていた。すなわち、請負旅行とは、手配団体旅
行と同義に解釈してもよい。実際、「旅行あっ旋業法」はその後1971年には「旅行業法」に改正
されたが、それに連動する「旅行業約款」（運輸大臣認可のモデル約款)でも、従来の「旅行あっ
旋業約款」で手配、請負、主催と区分されていた分類は、手配と主催のみとなった。
一方、請負旅行、手配(団体)旅行と名前が変わってきた、私たちがごく一般的に連想する、い
わゆる団体旅行一例えば、職場旅行、招待旅行、報奨旅行など－は包括料金特約付企画手配
旅行という難解な名称へ1995年の法改正で変更された後、2005年以降は受注型企画旅行と呼ばれ
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るようになる。いま、このようなやや煩雑とも思われる法律・約款上の名称にこだわるのは、旅
行商品の性格を明瞭にするための順路と考えるからである。特に､現在の旅行業法になおも残る、
｢企画旅行契約」に対する「手配旅行契約」にある「手配」という言葉に思いを来たすなら、旅
行会社のそもそもの始まりから､自覚的な旅行商品の造成まで適切に把握することが必要である。
斡旋と共催団体一言葉の変遷を探る
こうした言葉の変遷を探るため、大手旅行会社の社史によってどのような認識が旅行商品造成
までに抱かれてきたのか参照してみたい。材料は『日本交通公社70年史』である。
日本交通公社がジャパン・ツーリスト・ビューローの名前で外国人旅客を誘致・斡旋する機関
として誕生したのは1912年(明治45年）３月12日である。（なお社史においてはすべて「あっ旋」
との表記になっているが、ここではすべて「斡旋」と記すことにする｡)斡旋とは大辞林(第２版）
によれば、「間に入って、両者の間がうまくいくようにとりもつこと。また、ある物や人を求め
る人に紹介すること｣、だとある。旅行に即していえば、来訪した外国人旅行者が要望する目的
地までの交通機関や現地での宿泊施設を手配することだといえる。昭和初期の記述でも斡旋とい
う言葉は頻繁に出てくる。昭和２年９月には大連を出発し、シベリア経由ヨーロッパ各国を回っ
た後、アメリカ各都市を訪問し、約３ヵ月後に横浜に帰着するという世界一周視察団の旅行が催
行されており、いまでいう添乗員が「同行斡旋した」との記述がある。ここでは斡旋ということ
が、旅行素材の予約手配に留まらず、現地に同行して世話をするという今日の添乗員と同質の仕
事が意味されており、後に旅行商品の構成要素を考えるとき重要なヒントとなっている。
また、昭和５年には、日本郵船が運航するアメリカ航路の客船にビューロー職員をロスアンゼ
ルス、あるいはサンフランシスコから乗船させ、船内で日本観光の案内資料を渡して情報提供を
したほか、後には鉄道乗車券やホテルクーポンの船内販売も行なった。そして、昭和10年７月か
らはもっと大きな斡旋業務が発生する。
当時の鉄道省では昭和６，７年頃から増収の一策として団体旅行に力を入れ始めていた。昭和
９年頃からは全国的に鉄道を利用した団体旅行が普及した。しかし、全国の駅が団体募集をする
ことは駅員に過重な負担を抱え込ませることになる。そこで鉄道省は団体旅行に関してはビュー
ローに全面的に任せようとした。ビューローは全国の主要駅に対応するかたちの組織改革を実行
し、鉄道を利用したすべての団体旅行を取り扱うことになる。こうした事情は「団体旅行斡旋の
体制づくり」と見出しを付けられている。ただ、このあたりでは、斡旋という言葉は今日の旅行
商品と内実において変わらないレベルにまで来つつあるといってよい。なお、この時期には社団
法人ジャパン･ツーリスト・ビューローと改称されている。
旅行商品への近接ということでいえば、「団体斡旋に真価を発揮」という章において、国鉄と
の共催団体という表現が戦後、登場する。これは上記の、鉄道省からビューローが引き継いだ団
体旅行と、実質的には同義である。運輸機関を管掌する鉄道省、あるいは運輸機関そのものであ
る国鉄との協力関係において－臨時列車の運航などのスケジュール調整や、輸送を必要とする
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各種団体(宗教関係や官庁など)の共催参加において－、募集される旅行であり、「今日の商品
化の思想の源流がここにあった」とか、「戦後の旅行は、この共催団体で幕を開けた」と記述さ
れている((財)日本交通公社1982:145-146)。いずれにしろ、国鉄との共催旅行とは国鉄を利用し
た団体旅行と考えた方が分かりやすい。
なお、この共催団体という言葉は、筆者が旅行業界に入った1970年前後にもよく使われていた
業界用語である。共に催行するという漢字どおりの意味には合うものの、上記のような運輸機関
との共催に限らない使われ方がされていた。例えば、近畿日本ツーリストにおいて新聞募集旅行
で業績を上げ、その後、クラブツーリズムという独創的な組織・会社を立ち上げた高橋秀夫は、
盛岡営業所長時代、最初に成功させた新聞募集旅行を地元の有力紙｢岩手日報｣との共催旅行とし
て実施したと述べている(高橋2008:29)。利用する運輸機関だけでなく、広く旅行参加者を集客
できるようなメディア、あるいはオーガナイザーとの協力関係において実施される団体旅行につ
いて共催団体という表現がされている。
因みに､1970年代にどのような区分をされていたかの参考に次のような例を掲げておきたい(土
井1978:34)。
(……)このうち団体旅行を販売形態から分類すると、つぎの三つに分けられる。
(イ)主催旅行……旅行業者が旅程を作成し、販売価格を設定し、事前に手配を行なって募集す
る旅行。
(ロ)共催旅行……旅行業者が団体のオーガナイザーと話し合いのうえ、旅程、販売価格を設定
して共同で募集する旅行。
(ハ)請負旅行……団体のオーガナイザーの希望に基づき旅程を作成し、その旅程に基づき手配
をする旅行。
『日本交通公社70年史』では、共催団体の捉え方はもつと広くなっている。「共催団体の動向」
と付された節では、年度別の取扱高と団体数．取扱人員数の表が提示されている。その分類は、
大きく個人旅行と団体旅行とに分け、さらに団体旅行については主としてパッケージツアーを意
味する主催旅行と、団体旅行全般を意味する共催旅行に二分されている。そして、取扱人員増減
を説明する文章の中には共催団体に含まれるものとして報奨旅行や招待旅行の名前が出てくる。
((財)日本交通公社１９８２：483-484）
つまり、共催団体という言葉は極めて大雑把な把握の仕方であり－それでかまわなかった時
代の捉え方であり－，観光マーケティングを今日考えていく上では、十数種類にわたる旅行形
態別の綿密な検討が必要である。
団体旅行の活況は、昭和23年以降、近畿日本ツーリストの前身である日本ツーリストと近鉄観
光部をはじめとして昭和30年代に至るまで、今日ある有力旅行会社を誕生させている。また、日
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本交通公社にとっての大きな､衝撃的な出来事として､昭和32年１月、国鉄団体券取り扱い(代売）
が日本旅行、近畿日本ツーリスト、全日本観光(現、東武トラベル)の３社に、その１年後には東
急観光に認められ、本格的な競争時代へと入った。公社は昭和32年に国鉄団体券の占拠率が49.2
％と50％を割ってしまうが、昭和35年には42.2％と落ち込む。
海外旅行の自由化、すなわち観光目的であっても海外渡航が認められるようになったのは1964
年である。それ以前の海外旅行に関しては「個人旅行の斡旋」と「団体旅行の斡旋」という言葉
が見られる。その内容を検証してみると「斡旋」という言葉に込められた内容の多彩さが知られ
る。個人旅行の場合でも、国際航空券の手数料は７％であり、国鉄の代売手数料の数パーセント
とは比較にならなかった。しかも券面額が高額であるため、西海岸までの販売手数料は31,590円
を超える金額となり、当時の大学卒初任給8,280円と比較すると旨みのある仕事だった((財)日本
交通公社1982:261)。そこでの斡旋とは、国際航空券の予約・発券だけでなく、旅券・査証取得
の手伝いや空港での見送り・出迎えまでもが含まれていた。また、団体の場合には、添乗員とし
て海外で世話をするということまでもが含まれていた。
ここまで述べてきたことを振り返ってみると、厳密なマーケティング思考を必要としない、需
要が供給を上回っていた時代だったということができるかもしれない。だからこそ、団体旅行は
請負旅行と呼ばれたり、共催団体旅行と呼ばれたりしてきた。綿密に、その団体ごとの特色に応
じて旅行形態が明確化(＝細分化)されていたわけではなかった。主催旅行(今日では募集型企画
旅行)においても、旅行形態での分析・細分化という手法が確立していなかったため、組織内募
集旅行は法律家までも惑わせる混乱を生み、観光マーケティングの思考が成立するべくもなかっ
た。和田充夫がいうような、戦後直後の日本がアメリカ的生活様式の３Ｃなどにあこがれていた
時代で、作れば売れた、マー ケティング不在の時代であったかもしれない(和田1998:８－１０)。
もちろん、こうした時代にあっても、自覚的にどうしたら新たな市場が開けるか探求した経営
者たちもいた。別稿で示す沢田秀雄や高橋秀夫はその代表である。
2．旅行商品の構成要素
旅行商品の何よりも大きな特質は、それがシステムアップ商品だという点である。筆者はこの
考え方を石井淳蔵らの『ゼミナールマーケティング入門』における産業のシステムアップ、シ
ステムダウンという説明からヒントを得ているので、それについて説明しておこう。石井らはシ
ステムアップをもともとは経営資源の配分の問題や競争対応の問題として取り上げているのだ
が、ここでは製品のシステムアップという考え方から、サービスの提供をシステムアップした商
品である旅行商品の説明に援用することとしたい。
テレビ、ＤＶＤデッキ、スピーカーなどの個別製品から、それらを構成要素としながらオーデ
ィオ・ビジュアル・システム(ＡＶＳ）という統合化された製品が出来上がる。もちろん、パナソ
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ニックやソニーなど、もともと製品ラインが広く、複数の製品技術をもつ企業であれば自社のみ
でそうしたシステムアップ商品を作ることも可能である。しかし、ＤＶＤやスピーカーなど特定
の製品に卓越した生産技術をもつ企業においては、単品として自らの製品を売るだけでなく、シ
ステムアップされたＡＶＳにおいても自らの製品の販路を見出せることになる。個別製品の統合
技術に長けた企業が絡めば、すなわち顧客の願望を察知して、システムアップ商品として宣伝・
販売することが可能であれば、システムアップ商品としての可能性が見出せることになる。（石
井他2004:308-309）
上記のことはそのまま旅行商品を構成する各種のサービスにも転換することができる。むしろ
旅行商品の場合、構成要素が無数に広がっていくというのが近年の状況である。旅行会社は単純
に旅行目的地の選択を考えるのでなく、その組み合わせの多様さで特色を出すことができる。例
えば、ヨーロッパ旅行の場合には、パリやマドリッド、リスボンといった旅行目的地の選択のみ
ならず、そこへどのような構成要素を組み入れるかが旅行会社の商品力となる。（もちろんそれ
はすぐに他社に模倣されるのだが｡)これはパリやハワイのように滞在型のコースが生まれている
旅行商品についてもいえることであり、後述する。
それぞれが独自に販売することも可能であるが、旅行商品へとシステムアップされていく構成
要素として次のようなものを考えることができる。それはまず旅行素材と、旅行先現地の観光素
材とに分けることができる。
旅行素材としては、①運輸機関(航空機、鉄道、路線バス・貸切バス、モノレール、フェリー、
ケーブルカー、ロープウェイなど)、②宿泊施設(旅館、ホテル、国民宿舎、国民休暇村、ペンシ
ョン、ユースホステル、民宿など)が主たるものである。
現地での観光素材としては、①テーマパークなどの観光施設、②神社仏閣や城などの人文観光
資源、③湖、滝、河川、山などの自然観光資源、④祭り、踊り、工芸品、農業・漁業など地域独
自の文化、⑤著名なレストラン、料亭、⑥動物園・水族館、博物館など、⑦温泉旅館、共同湯、
大規模温泉施設などにおける温泉、⑦マラソン、トライアスロンなど参加型イベント、⑧各種体
験施設(農業・漁業・林業の他、陶器、和紙、竹細工など)、⑨ブランド店、百貨店、土産物店な
どショッピング施設、⑩観光ガイド、などが考えられる。
旅行商品は以上の素材をシステムアップした商品なのだということができるが、そうした他社
によるサービスに加えて、旅行会社も自ら旅行商品に付け加えているものがある。それは添乗員
のサービスと、旅行先現地での受け入れ体制である。後者についてはハワイの商品例において詳
述するので、ここではまず添乗員について説明する。
添乗員
国内旅行であれ海外旅行であれ、旅行商品における添乗員の役割は大きなものがある。場合に
よっては､添乗員とは特許に該当するような､旅行商品にとって最大の売りになる可能性もある。
まったくの新人であれば難しいが、有能な添乗員であれば旅行商品がコモディティ化するのを防
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ぐことも可能である。それは別項で述べてきた経験価値の重視ということに尽きる。例えば、日
本旅行のカリスマ添乗員として知られている平田信也はその代表例である。
添乗員は旅行会社の社員が自らの担当するツアーに添乗するケースと、大手旅行会社における
添乗専従の契約社員であったり、添乗員派遣会社からたまたま送られて添乗するケースの二つに
分かれる。平田は日本旅行の社員で添乗が専門というわけではないが、自ら企画したツアーでの
添乗ぶりがあまりに異色であるため、関西においてカリスマ添乗員として知られている。その本
質は企画の独創性と、添乗中におけるサービス精神にあるといってよい。
ここでは平田の２冊の著書、『出る杭も５億稼げば打たれない』（2004）と『旅行業界のカリス
マ７億稼ぐ企画力』（2008)によって、添乗中の奇抜な行動ばかりが注目されるものの、その発
想・商品企画力も検証してみたい。自ら企画し、添乗することからすれば当然だが、添乗員とい
う旅行商品の構成要素が、単に旅行業法により旅程管理の仕事が必要という理由からでなく、経
験価値を最大限に高めるためにいかに機能を果たせるかという点に重点が置かれている。
平田進也は宴会時の女装写真ばかりが露出しているため､あるいは最初の冠ツアーであった｢平
田進也と行くオーストラリアの旅」で羊の着ぐるみで参加者を迎えたというような逸話から、
奇抜な行動が売り物の添乗員と考えられがちであるが、それはサービス精神の一つの現われに過
ぎない。サービス精神とは、旅行内容をいかに参加者の満足のゆくものにするかという、経験価
値醸成のための努力のかたちである。一般的にいっても、添乗員や、有能な現地ガイドの旅行商
品における役割とは、経験価値をいかに高めるかということに尽きる。現地ガイドのケースにつ
いては後述するが、添乗員の場合には、特に企画担当者であったり、その団体ツアーのセールス
担当者である場合には、出発前から経験価値の形成ということについて強く意識しなければなら
ない。
平田の場合には、次のような点で鋭敏であったということができる。
「平田進也と行くひと味違う海外ツアー」という企画では、著名な観光名所でなく、その国
の文化に触れることを重視して庶民の台所というべき市場めぐりや、蘭の花摘み、１時間800円
で楽しめる台湾式シャンプーマッサージ取り入れたり(平田2004：２０)、数十人規模では３カ月以
上前に予約しないと席が取れないというシェラトン・ワイキキホテルの「ハノハノルーム」を、
ランチとディナーの時間をはずして午後３時からの食事とするアイデアを生み出している（平田
2004:75-80)。これらは､経験価値をどのようにしたら形成できるか徹底的に思考した結果である。
こうした平田のツアーのファンたちは、やがてクラブツーリズムが全社を挙げてやっているよ
うなコミュニティを形成するに至る。ツアーに参加した顧客を300人集めて写真交換会ならぬ同
窓会を実施したり、観光バスの中で次回のツアー企画を話したり、ツアー参加者同士が仲良くな
ったり、とそのコミュニティ（＝ファンクラブ)は２万人だという。これは先に説明した組織内募
集旅行を特定のオーガナイザーを探すのではなく、平田進也個人がそうした組織を持って旅行を
実施することを意味している。平田のケースは旅行会社の販売戦略という観点からすれば、関係
性マーケティングのまことに望ましい成功事例だということができる。
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もちろん、年間５億から７億稼ぐという平田のツアー販売力は、カリスマ添乗員という言葉が
示すほどに彼一人によるのではない。平田はビジネスチャンスを喚ぎ取る能力だけは誰にも負け
ないが、それを企画し実行に移す能力については上司の課長の能力によるのだと自ら著書で述べ
ている(平田2004：42-45)。また、平田が女装している宴会時の写真には、相方としてやはり上
司である部長が写っていることが多い。
とはいうものの､難局を切り抜けるアイデアを平田が次々に生み出していることも事実である。
先のホノルルのシェラトン・ワイキキホテルの「ハノハノルーム」での食事と同様、シンガポー
ルのラッフルズ・ホテルでも、泊まってもいないのに、５０人以上が押しかけてバーでビールを飲
んで帰って来るという難題を解決している。客のほとんど入らない午後３時に入場するというア
イデアが平田にひらめいたからである(平田2008：３９)。
こうした添乗員、あるいは企画者としての平田のセンスは、旅行商品をコモディティ化へは誘
導しない大きな機制力である。平田は経験価値とコモディティ化という言葉は使っていないが、
ほぼ同じことを次のように説明している。
商売には減点主義と加点主義の二つがある。旅行商品でいえば、減点主義とは昼食はもっと安
いものにしよう、バスは中古でもかまわない、ガイドも新人を乗せておけ、というようにひたす
ら経費を切り詰めるタイプのものである。極端なものはインターネットにおける旅行素材の単品
販売一移動と宿泊がバラバラのパーツの販売一である。一方、加点主義は、価格は高いがそ
の価格以上の価値や満足を感じてもらえるようなお値打ち感をもたらす。「私たち旅行業者の仕
事は、お客様に合わせて様々なパーツを組み立てていき、最高の満足が得られるひとつの旅行を
つくり出すことです」（平田2008:44-45)。この平田の加点主義の旅行商品造成とは、いうまでも
なく、経験価値を重視することでコモディティ化から免れる方策を示しているのだということが
できる。
経験価値をもたらす旅行商品の切り札として平田進也を持ち出すのはあまりに極端な事例かも
しれない。しかし､添乗員を有力な旅行商品の構成要素と考えて用意するのはパッケージツアー、
特にヨーロッパのツアーにいては珍しいことではない。以前のＪＡＬパックなどでは、添乗員が
作ったコースというのもパンフレットには掲げられていた。あるいは、ルックＪＴＢでは、旅行
参加者のアンケートで満足度90％以上の添乗員が同行することを謡っている。それはヨーロッパ
方面のツアーが価格面と量において同社で重要な位置を占めていることの反映である他、ハワイ
のような滞在型の旅行目的地では受け入れ体制のシステム化が完成しているのに比べ、ヨーロッ
パの特に移動型の周遊コースでは添乗員の質が経験価値形成に大きな役割を果たすからである。
なお、海外への観光渡航が自由化された1964年以降、初期の海外旅行商品に添乗していた紅山
雪夫、水野潤一、増田哲郎らの功績も記憶すべきである。ヨーロッパへの旅行が教養という色彩
がまだ濃厚だった時代の添乗員である。ヨーロッパ各地にまだ日本語を話す観光ガイドが十分に
用意されず、ベルサイユ宮殿の観光でさえイングリッシュスピーキングのガイドが来たといわれ
旅行商品とは何か１５
る時代である。彼らの教養が並大抵のものでなかったことはその著書から窺うことができるが、
特に重要なのは紅山雪夫の残した一連の添乗員向けといってよいガイドブックである。添乗員が
顧客にどのように説明をしたらよいかという視点からヨーロッパの基本的な文化について書かれ
ている。
例えば、筆者の手元にある紅山雪夫の『海外旅行が楽しくなる本』（1975)では次のような項目
となっている。「時差の話」や「チップの話」「鉄道の話」はどんなガイドブックにも出ている項
目であるが、「オベリスクの話」「ロマネスク式寺院建築の話」「ゴシック式寺院建築の話」「バロ
ック建築の話」「フレスコ画の話」ともなると1970年代にそうしたテーマで分かりやすく書かれ
ている書物はなかった。当時のガイドブックでもヨーロッパ土産品には言及しているが、紅山の
著書では「ゾーリンゲンの話」「カメオの話」「ダイヤモンドの話」など主要な土産品に関する教
養が紹介されていたのである。
情報が簡単に入手できる今日でも、紅山雪夫の著書はなお旅行商品の構成要素である添乗員が
適切な知識で、各地異なる観光ガイドの説明を添乗員として総合的に解説できる、経験価値を醸
成できる能力をつけるうえでは貴重な資料である。
観光ガイド
旅行商品においては､温泉旅館の露天風呂の形状や温泉そのものの質(源泉かけ流しかどうか)、
ホテルや旅館での食事、運輸機関の速さや乗り心地､観光施設の豪華さや話題性、など旅行素材・
観光素材の多くのものが絡み合って経験価値が形成されると考えなければならない。一つのもの
ではない。複合的に旅行商品の構成要素は考えられなければならない。そうした中で、現地の観
光ガイドも有力な構成要素だと考えられる。
自然や生態系を観光対象とするものの、それらを傷めないような態度と学ぶ気持ちが必要な観
光形態であるエコツアーでは､インタープリターと呼ばれる自然観察ガイドが必須の存在である。
そこでの経験価値はただ自然や生態系を見ることではなく、インタープリターの解説によってよ
り深いものとなるからである。
国内旅行では近年、「まち歩き」ということが観光地の誘引力となっているケースが出てきた。
別府八湯ウォークや「長崎さるく」はその先進事例である。ヨーロッパのパッケージツアーでも
そうした「まち歩き」を魅力の一つ、というより旅行商品の最大の売りとするケースが出てきて
いる。
例えば、ルックＪＴＢの「街歩きと人気グルメを楽しむボンジュール・パリ８」というコー
スでは、公共交通機関を使った次のようなまち歩きが用意されている。
①セーヌ河岸とシテ島観光……通常のパリ市内観光ではノートルダム寺院の入場だけで終わ
るところを、同じシテ島内の、マリーアントワネットが収容されていた牢獄でもあるコン
シェルジュリーや、ステンドグラスが美しいことで知られるゴシック建築のサント・シャ
ペル寺院も訪問・入場する。
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②サン・ジェルマン・デ・プレ観光．｡…･通常のパリ１日観光ではルーブル美術館やノートル
ダム教会には入場するものの、この地区では車中より見るだけで下車しないのが普通であ
る。このコースではサン･ジェルマン・デ･プレ教会やサン･シュピルス教会、メダル教会
にも入場する。
③マルシェ(朝市)散策とモンマルトル観光……パリ市民の出かける朝市を散策し、その後サ
クレ･クール寺院へ入場し、テルトル広場で時間を過ごす。
このコースでは、モンサンミッシェルの１日観光も含まれているが、最大の売りは上記３日間
のまち歩きと、フォーションやエッフェル塔内のレストランでの食事が経験価値の主要なものと
なっている。まち歩きについてはパリ在住の熟練の日本人ガイドが案内することになっており、
コモディティ化した商品とは対極の高額商品となっている。
３．旅行商品研究一パッケージツアーハワイの商品内容対比
これまで述べてきているように、旅行商品とはシステムアップ商品だった。こうした商品の特
徴がよく分かる例として、ここでは各社のハワイパッケージツアーの受け入れ体制を対比するこ
とで、システムアップ商品とはどのようなことかを明確にしたい。
現在のハワイツアーはパッケージブランドにおいては添乗員を付けることはない。滞在型の旅
行目的地であることと､ハワイの受け入れ体制が完成されているからというのがその理由である。
その分、パンフレットはその商品内容があまりに多彩、選択肢が多くなり、ツアー参加希望者が
それを解読して自らに適切な組み立てをするのが難しくなっている。もちろん、その選択を助け
るのが旅行会社のカウンタースタッフということになるが、各社とも基本的には自社のパッケー
ジツアーを売るのが優先であり、他社商品が有利であるとは言わない。どのパッケージツアーを
選ぶのが有利かは各社のパンフレットを自ら解読するしか方法はない。
各社の空港での出迎え･斡旋、ホテルまでの到達方法、観光の仕組み、地元交通機関の利用法、
ホテルが提供するサービスなど旅行商品としての受け入れ体制はかなり似通っている。
ここでは４社のパッケージツアーを対比してみる。
すでに述べたように、旅行商品は旅行素材と観光素材から形成される。ここでは飛行機とホテ
ルが明らかな旅行素材であり、空港・ホテル間往復のトランスファーも距離が短いものの旅行素
材だといえる。一方、観光バスは機能としては移動のためにも使われてはいるが、訪問箇所たる
観光対象を周遊するところから、トータルとしては観光素材だと見ることができる。トロリーに
ついては､ホリデイのように地元の公共交通機関であるワイキキトロリーを使っている場合には、
旅行商品の構成要素になっていると見るよりも、地域資源を活用させてもらっているということ
なるが、他の３社の場合のように、自社でアレンジしてトロリーを運航している場合には、これ
は観光バス同様、観光素材として旅行商品の一部をなすのだと見ることができる。
パッケージツアーのハワイ商品の効用と価格の関係を明らかにするのは容易ではない。また、
旅行商品とは何か１７
ホテルにおける経験価値の感受ということについても対比は容易ではない。ここでは、旅行商品
の構成要素である、現地受け入れシステムの形成という観点からまず解きほぐしていきたい。
観光バス
トロリー
ツアーデスク、ま
たはラウンジ
グループ対応
飛行機内の並び席、
及び利用航空会社
指定による追加代金
表１パッケージツアー(ハワイ)現地の受け入れ体制対比
ＪＡＬパック
ホクレア号
(混乗ベース）
無料３コース
（滞在中乗り放題）
有料３コース
レインボー・トロリー
(専用）
３ルート
(アラモアナ･ル
一卜は８～１１分
間隔、９時~22時
運航）
アロハラウンジ
(５ホテル＋ＤＦＳ）
･10名以上で空港．
ホテル間往復を専
用車にて移動
(無料）
･同一ホテル宿泊が
5部屋以上で３、
又は４泊すると1０
名まで無料で昼
食､又は夕食
(対象は８ホテル）
･一人９，０００円の追
加代金にて手配
･ＪＡＬ利用
ＬＯＯＫＪＴＢ
ＯＬｒＯＬＩスニーカー
(専用バス）
無料２コース
（滞在中乗り放題）
有料４コース
ＯＬＩ‘ＯＬＩトロリー
(専用､最大の運行数）
1ルート
(他社の３ルート
に相当、４～８
分間隔､８時～
23時）
‘ＯＬＩ‘ＯＬＩプラザ
(４ホテル＋アラ
モアナ･ショッ
ピングセンター
内）
･15名以上で空港．
ホテル間往復を専
用車にて移動
(無料）
･５部屋以上３連泊
で１０名まで無料で
夕食サービス
(対象は２ホテル）
．並び席は追加代金
なしで用意
･利用航空会社指定は
便によっても変動◎
デルタ航空は成田発
一部の便のみ5,000円
追加。
ＪＡＬと全日空の
成田発は15,000円、
羽田発は25,000円
追加。
ユナイテッド航空
成田発は追加代金
なし。
ハワイアン航空
羽田発は5,000円追加
ＣｉａｏＨｉｓ
ワクワクシャトル
(専用バス）
無料５コース
(滞在中１コース
のみの選択）
レアレア・トロリー
(専用､オリジナ
ル停留所あり）
３ルート
(アラモアナ･ル
一卜は１０分間
隔､９時～22時）
ツアーデスク
(２ホテル）
｡並び席は航空会社
別に追加代金必要
(デルタ航空１人
6,000円、ＪＡＬ
8,000円､全日空
10,000円､ハワイ
アン航空6,000円）
･利用航空会社指定
追加代金あり
(チャイナエアライン
Iま追加代金なし、
ＪＡＬと全日空は
成田発で１２，０００円、
羽田発で２５，０００円
追加､など）
ホリデイ
ラィラィバス
（専用バス）
無料３コース
（滞在中乗り放題）
有料５コース
ワイキキトロリー
３ルート
(アラモアナ･ル
－卜は12分間
隔､９:30-21：
１９､ただし日祝
日19:１３）
ライライラウンジ
(４ホテル）
･５名以上で空港．
ホテル間往復を専
用車にて移動
(無料）
･追加代金なしで用意
･利用航空会社指定は、
デルタ航空は
追加代金なし、
ＪＡＬ指定は
成田発で8,000円、
羽田発で18,000円、
全日空指定は
成田発で１７，０００円、
羽田発で28,000円
追加代金必要
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トランスファー……空港とホテル間の移動はトランスファーと呼ばれている。これは各社とも同
じような有料と無料の設定をしているので対比表にはないが、空港からホテルへ向かう場合でい
うと、次のようになっている。①追加代金なしのプラン。空港からバスでツアーデスク、または
ラウンジまで移動。そこで滞在中の案内を受け、各ホテルへは自分でチェックイン。②追加代金
が必要なプラン。空港からホテルまで専用リムジンかタクシーで直接ホテルへ向かう。
観光バス……ＪＡＬパックは日本旅行のマッハなど他社のツアー客も乗り込む混乗ベースのホク
レア号利用、他の３社はいずれも専用バスとなっている。ただ、注意深く見ればＨＩＳは設定さ
れた観光コースは５コースであるものの、参加できるのは１コースのみであるのに対し、他社の
場合、複数ある無料コースは滞在中乗り放題となっており、サービスにかなりの差があることが
分かる。また、各社の観光コースは同一ではなく、ＪＡＬパックで無料となっている「ノースシ
ヨア＆ハレイワタウン散策」５時間のコースは、アウトレットのショッピングを加えて９時間と
なっているもののＬＯＯＫＪＴＢでは５０＄の有料コースとなっている。
トロリー……トロリーはもともとホノルルの公共交通機関である。近畿日本ツーリストはカード
を見せることで、そのトロリーに乗るというかたちをとっている。他社は自社のブランドを車体
に掲示し、オリジナルを謡っている。ＨＩＳは自社のみの停留所のあること、ＪＴＢは最大の運
航数を売り物としている。機能面での便宜性･効用ということでいえば運航本数は決定的である。
ツアーデスク、またはラウンジ……これは受け入れ体制として大きな意味を持っている。トラン
スファーの①が意味しているのは、次のようなことである。市内５ホテルにラウンジのあるＪＡ
Ｌパックであれば、そのホテル滞在者は移動の必要がなく、他のホテルに泊まる場合でも歩いて
行けるかもしれない。ツアーデスクが２ホテルにしかないＨＩＳの場合には、ホテルによっては
トロリーを利用してホテルまで移動しなければいけないかもしれない。（ただし、スーツケース
は人間とは別の車で空港からホテルまで運ばれる｡)オプショナルツアーの申し込みやさまざまな
相談・依頼をするにも、自分の泊まっているホテルにツアーデスクやラウンジがない場合にはそ
れらのあるホテルまで出向かなければならない煩わしさが生まれる。５ホテルにラウンジを持つ
ＪＡＬパックは、便宜性という点で旅行商品として高品質であるということができる。
グループ対応……ここでもＪＡＬパックが圧倒的にサービスの広がりを有している。個人であれ
ば有料であった専用車によるホテルまでの移動が１０名以上で無料となることや、食事の無料提供
についても、ＬＯＯＫのように２ホテルに限定されたサービスでなく８ホテルにまで範囲が広が
っていることなど、明らかな商品の品揃えとして優位に立っている。また、対比表には掲げてい
ないが、ＪＡＬパックにおいてはハワイ旅行が初めての参加者に対して、３泊、もしくは４泊以
上という条件が付くものの、やはり食事が１回無料となる独自のサービスが行なわれている。こ
れはホテルと提携したＪＡＬパック独自のプログラムであり、ホテルに強いＪＡＬパックという
点(手配可能な室数でなく、サービスの質と広がりにおいて)で次節で別の角度から検討してみた
い。
飛行機内の並び席、及び利用航空会社指定による追加代金……並び席を手配するのに追加代金を
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各社が設けているのを尻目に、ＪＴＢだけが追加代金なしとしている。これはＪＴＢがパッケー
ジツアー用の座席だけでなく、各種の団体旅行(パッケージツアー以外の募集型企画旅行と受注
型企画旅行)を含めて大量の航空座席を毎日仕入れていることの現われである。パッケージツア
ーでは５，６人から１０人程度のグループ申し込みのケースもあるものの、カップル席が多いこと
がこのような思い切った販売戦略を可能とさせている。団体旅行のように、同日出発の多くのカ
ップルをまとめて座席配置する必要がなく、そのカップルだけを他のカップルから切り離して席
割りすればよいので、仕入れ座席数の多いＪＴＢにとっては比較的優位を保つことのできる分野
である。航空会社指定追加代金についてはＨＩＳが最もリアルだということができる。リアルと
は、実際の仕入れ価格を反映しているということである。これはＨＩＳが格安航空券販売で有効
だと実感してきた、そしてそのことによって業績を伸ばしてきた源である。格安航空券でそうな
ったように､ＨＩＳのパッケージツアー販売量をＪＴＢに迫る可能性を感じさせる部分でもある。
以上のような対比をもとにどのようなことがいえるであろうか。
ハイの旅行商品は単純に旅行代金を比較するだけでは、その実質的な内容比較をすることがで
きない。利用ホテルだけがその旅行商品を物語るのではない。対比表に示したのは主として現地
での受け入れ体制である。どのホテルであれ、旅行会社から送客を受けることは、支払いさえき
ちんとしていれば大歓迎であろう。しかし､送客数の多い旅行会社がホテル内のツアーデスク数．
ラウンジ数が多くなるのは必然であり、その分、そのパッケージツアーの参加者は便利さを享受
することができる。このことは観光バスやトロリーなどを含めて内容の便宜性・豊富さを含めて
ＨＩＳを除く３社が優位に立つことは確実である。
しかし､ここでＨＩＳの販売戦略を考えてみれば別の旅行商品評価の視点も生まれる。例えば、
３泊５日のコースで出かけるとしよう。中２日の自由行動日があるとして、丸２日間を観光バス
による観光に当てるだろうか。泳いだり、買い物・食事に十分な時間を当てたいとすれば、無料
の観光バスは１回乗れば十分ということになる。また、飛行機の座席も利用航空会社もこだわら
ないということであれば、おそらくＨＩＳの旅行代金は最も買い得ということになるかもしれな
い。いわばコモディティ化といわれる価格競争も、旅行商品の場合には単純に値段の比較のみで
考えられるべきでなく、新たな選択肢の提示として考えるべきである。自身の旅行中の行動予定
と、旅行商品が提供する内容がどのように合致するかの問題として、特にハワイのパッケージツ
アーの場合は捉えなおすことができる。かつて格安航空券が普及していったのと同様、さまざま
な基準で経験価値が生まれるきっかけが、旅行商品の選択において多様となったというに過ぎな
いのかもしれない。
４．旅行商品を崩すもの
旅行商品は旅行素材・観光素材と旅行会社自体が提供するサービス(添乗員やハワイに見られ
2０鹿児島国際大学福祉社会学部論集
る受け入れ体制)から構成される。旅行商品は旅行会社が主導して造成されるのが普通であるが、
観光素材や旅行素材の誘引力(＝魅力や機能の優秀さ)によって旅行商品の自由な造成を許さない
ケースも生まれてきている。それは観光マーケティングにおける重要な動向である。観光によっ
て地域振興を目論む地域が、マス・ツーリズムをベースとした、旅行会社からの送客に頼る傾向
についてはすでに指摘した。小規模の町や村にとってそのような作戦はふさわしくなかった。そ
んな際に、旅行商品が崩されるような現象がどのように起こるかについては理解しておく必要が
ある。
旭山動物園
市立動物園や美術館・博物館、水族館などは、その市の人口ほどの入場者があれば十分だとい
うのが常識とされてきた。しかし、人口35万人ほどの北海道旭川市にある旭山動物園は例外中の
例外である。いったんはつぶれかけていた旭山動物園が立ち直る経緯は、テレビドラマや映画に
もなっておりよく知られるところだろう。パンダやコアラなど高額の動物を保有するのでなく、
行動展示という見せ方によって入園者が増えていったのである。
開園した1967年に入園者数は45万人台だったものの、1983年度の60万人弱をピークに、1996年
には26万人台に落ち込んでいた。その後、開園30周年を迎えて新施設の建設も認められ、動態
展示が評判を高めたこともあり、300万人に達した年もあった。旅行商品との関連でいうと2003
年までは旅行商品に組み込まれることはほとんどなく、2004年になって420本、2005年半ばには
3,000本近い募集型企画旅行が組まれたとされる。それとは別に受注型企画旅行の代表である修
学旅行も多くなっているのが現状である。市営であるため、通常の観光業界の常識である送客に
よる手数料が発生しないにもかかわらず､である｡(『週刊トラベルジャーナル』2005年８月８日号）
園内のレストランや土産物店など、現在の盛況を予想して建てられたわけでないため、筆者が
入園した９月の平日でも昼食時には何十人もの人がレストラン前に列を成す状態だった。修学旅
行生は園内で３～４時間過ごすことも珍しくないようで、旅行会社にとっては取り扱いの難しい
観光素材である。しかし、パッケージツアーなどで行程に入れないわけにいかない観光素材でも
ある。現状では昼食をどうするか、混雑にどう耐えるかなど、旅行会社にとって困難な問題が生
まれつつあり、旅行商品に組み込むことがやがて難しくなる事態を迎えることが予想される。
黒川温泉
全国の温泉地が苦戦している中で、由布院温泉に次いで全国的に見ても観光客が押し寄せる人
気温泉地である。もともとの発祥地である川岸の温泉旅館はいずれも10室前後の旅館ばかりであ
り、団体旅行で使うには部屋数の問題と、カラオケや宴会場など団体向けの施設がないことで旅
行商品化することが難しく、個人・グループ客への単品販売としてしか取り扱うことができなか
った。ただし、１軒だけ2000年に全面改装し、６０室250名収容、200名収容可能の大宴会場の他、
中小５の宴会場を有するマス・ツーリズム対応型の旅館ができており、そこだけは旅行商品化が
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可能である。というよりは、旅行会社からの送客率が65％であり、旅行商品に組み込まれること
がなければ経営できないかとすら思われる旅館である(観光経済新聞社2005:487)。ここではそれ
以外の旅館について、旅行商品が崩されることの意味を考える。
旅行会社が黒川温泉に宿泊するバス１台、４０名の団体旅行を実施しようとしても、いま述べた
旅館の規模や施設の状況から、１館を除いて不可能である。全館貸し切り状態にしなければなら
ないし、新明館の観光カリスマにも認定されている後藤哲也のように、良質の温泉に団体で訪れ
ることに拒否反応を示す経営者もいる(後藤・松田2005)。現在の黒川温泉は休前日のみならず、
また紅葉などベストシーズンに限らず、平日でも簡単に部屋を取れない状態である。’0％から１５
％の送客手数料を払ってまで旅行会社に頼る必要のない人気温泉地なのである。
しかし、旅行会社にとってみれば、パッケージツアーなどで黒川温泉を行程に入れることは集
客を図るうえで貴重な材料だった。一般の団体旅行や修学旅行、組織内募集旅行であれば宴会場
は必須であるが、家族や個人が個別に申し込んでたまたま同じ旅行をする形式のパッケージツア
ーでは、それは必ずしも必須ではない。そこで異なる何軒かの旅館に分宿するという苦肉の策が
生まれる。これは海外旅行において、オリンピックやサッカーのワールドカップ、特定の見本市
などホテルが非常に混雑する際に、団体についても思い切って分宿するという方法が取られてい
た、というより分宿にしなければ宿泊場所が確保できないという事情があったことの国内版であ
る。この苦肉の策は、旅行参加者も容易に理解できるケースだった。
パッケージツアーでもそのコースで本来用意されている宿泊旅館・ホテルを、差額代金を払っ
てランクが上の旅館・ホテルに変更できるという募集の仕方をしているケースもあるが、黒川温
泉の場合は事情が異なる。本来、旅行会社としては利用しがたい、マス．ツーリズムには適合し
ない温泉旅館を無理やりパッケージツアーに押し込むということなのである。
黒川温泉は旅行商品を構成する単なる旅行素材ではない。それは観光媒体というよりは、そこ
に泊まること自体が目的となる観光対象となっているのである。しかも、旅行会社が旅行商品を
造成する常識を分宿というかたちで崩してしまったのであり、全国の小規模の温泉地でも源泉か
け流しを武器に旅行会社の商品造成の常識を覆すことは比較的可能だと考えられる。
モアナ・サーフライダー・ホテル(ワイキキ）
現在の正式名はモアナ・サーフライダー・ウェスティン・リゾート＆スパである。1901年にワ
イキキビーチで初めてオープンした最古のホテルであり、ロイヤル・ハワイアン・ホテルととも
に、クラシックなホテルとして人気が高かった。両ホテルとも高層のタワーウイングを新築した
ことで大量の宿泊客を受け入れることが可能となっている。
モアナは高品質のホテルとして各社のパッケージツアーにリストアップされている。そこから
窺われることは、モアナが単なる旅行素材でなく、それ自体が目的となる観光対象(＝観光素材）
という側面を強く持っているという感触である。これは観光客がただ単に由布院温泉の旅館に泊
まりたいというのでなく（この範囲であれば、その旅館は旅行素材(＝観光媒体)に過ぎない)、満
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員なら宿泊日を変更してでも旅館玉の湯や亀の井別荘に泊まりたいという願望を持つことと近い
現象であるのだといえる(吉田2010:23)。
具体的にみていこう。
各社ともハレクラニ･ホテル(453室)、ロイヤル･ハワイアン(529室)などラグジユアリー・クラ
スのホテルと並んでモアナ・ホテル(795室)を紹介しているが、その紹介の仕方には違いが見ら
れる。ＨＩＳのＣｈａｏや近畿日本ツーリストのホリデイではほぼ均等に４頁を割いているのに
比べ(ロイヤル・ハワイアンは、ホリデイのみ２頁)、ＪＡＬパックでは他のホテルが４頁である
のに対し、モアナは６頁が割かれその存在感を大きくしている。ＬＯＯＫＪＴＢの場合は、ロイ
ヤル・ハワイアンが４頁、ハレクラニとハイアット・リージェンシー(1,299室)が６頁、モアナ
とシェラトン・ワイキキ(1,633室)、ヒルトン・ハワイアン・ビレッジ(3,191室)が８頁となって
いる。
これらは何を示しているだろうか。いうまでもなく、仕入れ数やどこを重点的に販売しようか
という各社のパッケージツアー販売戦略を明確に示している。
ＪＴＢの場合には、すでに並び席のところで分析したように、パッケージツアーのみならず、
受注型企画旅行やパッケージツアー以外の募集型企画旅行など大量の取り扱い旅行者数となるた
め、ヒルトンやシェラトンといった巨大ホテルを前面に出さざるを得ない。モアナについても後
述するように、ＪＡＬパックのようにＳクラスのカテゴリーとなるタワーウイングだけでなく、
それより一段下のクラスとなるバニヤンウイングとダイヤモンドウイングも使用することでより
多くの部屋を確保しようとしている。つまり、宿泊見込み客に見合う大量の部屋を仕入れしてい
るのである。
ではＪＡＬパックのパンフレットにおいてモアナ・ホテルの存在感が大きいのはどのような理
由によるのだろうか。これはラグジュアリー・ホテルという位置づけとも関係するが、明らかに
観光対象となるような、そこに泊まることで経験価値がつかめるような商品としてＪＡＬパック
においては登場しているのである。ランク下となるバニヤンウイングとダイヤモンドウイングを
使用しないことで、コモディティ化の対象とはならない、経験価値が強く印象づけられるような
商品構成としているのである。
ＪＡＬパックのパンフレットでは、「ワンランク上の旅ＪＡＬパック・セレクション」とし
て上記に挙げたようなホテルが紹介されている。中でもハレクラニ、ロイヤル・ハワイアン、モ
アナは他のＡクラスのホテルよりも一段上のＳクラスとして紹介されている。そしてモアナ・ホ
テルは格段の高品質のホテルとしてさまざまなＪＡＬパック専用のサービスが用意されていると
の趣旨でパンフレットは作成されている。次のごとくである。
①タワーウイングの20階、ダイヤモンドヘッドとオーシャンビューの見える部屋や、同じタ
ワーウイング９階以上、ダイヤモンドヘッド・スイート96号室などＪＡＬパックだけが事
前確約できる部屋を７タイプ紹介している。しかも３連泊以上で、ブフエの朝食が無料で
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提供される。これはコモデイティ化とはまったく逆の経験価値を約束するような商品構成
だといえる。
②「ＧＭを探せ！」プログラム．．…･滞在中にＧＭ(総支配人)を見つけ、ＪＡＬパックカード
を見せ、「ＪＡＬパックで来ました」と伝えるとＧＭからドリンククーポンがもらえると
いうサービス。
③眺望の良いタワーウイング最上階(21階)にＪＡＬパック専用の特別なラウンジを用意。朝
食時の軽食、昼間のスナック、夕方からのビール、ワインの飲み物サービスをしている。
「ＧＭを探せ｣はＪＡＬパックでは他の何軒かのホテルでも実施しているサービスである｡また、
他のパッケージツアーでもホテルに専用のラウンジを設けている例があるが、ＪＡＬパックのよ
うに最上階に設けられている例は多くない。同じモアナ･ホテルでいえば、ＬＯＯＫＪＴＢでは
低層階のバニヤンウイング５階に専用ラウンジは設けられており、景観がまったく違う。経験価
値の形成ということになれば比較にならない。
さて、ここまで、ＪＡＬパックがモアナ･ホテルに関して経験価値が形成されるにふさわしい
商品構成を図っていることについて触れてきた。しかし、このことは同時に、観光商品としての
モアナの可能性にも反対側から触れることになっているのに気づく必要がある。それは本節のテ
ーマである「旅行商品を崩すもの」ということを意味する。
モアナ･ホテルにはザ･ベランダというビーチを眺め、潮風を感じながら朝食の取れるレストラ
ンがある。高級なリゾートホテルには、世界的にも付き物となったスパもある。むかしからのバ
ニヤンウイング２階にはホテルとワイキキの歴史を紹介するヒストリカル･ルームもあり、ホテ
ル内のヒストリカル・ツアーも実施されている。先にＪＡＬパック独自のサービスとして、ラン
クの高い部屋を商品化しているため３連泊でブフェの朝食が無料提供されることに触れた。他の
パッケージツアーでは、おそらく全社で使用している部屋のクラスに応じた＄80、あるいは＄
100のギフトカードを渡したり、ルームサービスの朝食１回提供、ザ・ベランダのハイティーへ
の招待などのツアー独自と謡ったサービスをしている。
よくよく考えてみれば次のようなことである。ホテルではもともと独自に３連泊すれば１泊無
料というようなサービスをしていた。旅行会社はそうしたホテル側の販売戦略を活用して、自社
独自のサービスとして翻訳しているのだと見ることができる。無から有は生じない。早期申し込
みに応じて5,000円割引というような手法もそうしたホテル側が提供する特典を有効活用してい
る可能性もある。旅行商品の仕組みを崩す仕組みを理解したければ、モアナ・ホテルのウェブサ
イトを見るのが一番である。タワーウイングのスイートに４泊すれば50％オフや、３泊目が無料
となり、ザ・ベランダでのブフェの朝食が付くというような値打ちプランが紹介されている。時
代はダイナミック・パッケージというよりも、経験価値を重視するハワイ・リピーターの場合に
は、自らインターネットで旅行会社の旅行商品構成要素となっているホテルにアプローチする時
代となっている。それは旅行会社の立場からすれば、造成した旅行商品の構成要素、旅行素材や
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観光要素によって自らの仲介をカットされることを意味する。旅行商品が無効とされる瞬間のあ
りうることを意味している。
モアナ・ホテルが示すのは、インターネット時代になったということが大きいが、もはや観光
マーケティングの観点からすれば、旅行商品ではなく、その構成要素が直接消費者に予約される
ことを意味する。すでに国内のホテル、温泉旅館で起きているインターネットでの直予約の時代
がハワイという旅行目的地でも始まっていることを意味している。因みに、モアナ・ホテルのウ
ェプサイトは日本語で閲覧できる。
｢はとバス」
いまワイキキのモアナ・ホテルの事例で旅行商品が崩されるケースのあることを説明した。同
じように、東京都内の運輸機関である「はとバス」が独自の観光商品によって、旅行会社の造成
する旅行商品に組み込まれるという段階を越えて独自のあり方をすでに示していることを見てい
きたい。
３６頁にわたる「はとバス」のパンフレットには100を超える多彩なコースが掲載されている。
それらは運輸機関「はとバス」としての定期運送約款による、必ず運行する定期観光バスのコー
スと、旅行会社「はとバス」としての、旅行業法に基づく募集型企画旅行のコースとが混在して
いる。しかし、観光マーケティングの観点からすれば、そのような形式的なことはどうでもよい
ことだ。東京にどれほど観光対象となるような場所・ものがあるかの百貨事典のようになってい
るからだ。定期観光バスとしてごく月並みな、浅草、東京タワー、皇居前広場、明治神宮、国会
議事堂などの内のいくつかを回るコースがある一方、募集型企画旅行としては、グランドハイア
ット東京で夕食後ホストクラブを訪問するツアーや向島の老舗料亭で芸者踊りを見ながら会席料
理を楽しむコースなど、実に多彩な、東京のさまざまな観光対象を組み込んだコースが工夫され
ている。
「はとバス」は旅行会社の側面を持つとはいえ、各地の旅行会社の依頼を受けるだけでなく、
自らの最もよく知る地元たる東京の観光魅力をさまざまに組み合わせて観光商品としている点に
筆者は注目したい。地域の魅力をくまなく、自然観光資源や人文観光資源、観光施設といったも
のばかりでなく、食事場所、劇場、演芸場、花火、ショーパブや工場などあらゆる分野にわたっ
て観光バスの内容として用意している。これは本来大手旅行会社などが考案すべき(旅行商品と
しての)内容を、もともと運輸機関であった「はとバス」が自ら観光内容として商品化している
のだと見ることができる。
「はとバス」の旅行会社としての性格も、近年しきりにいわれる着地型観光の、東京という特
殊な事例における成功のケースだと見ることも可能である。着地型観光に代表されるニューツー
リズムがいかに幻想であるかについて筆者はすでに詳述した(吉田2010:255-276)のでここでは触
れないが、東京については京都などとともに、旅行会社が造成する旅行商品を結果的に崩す作用
を及ぼすものといえる。そして、東京は飛行機と宿泊施設のみを確保してやって来る旅行者に自
旅行商品とは何か
社製品としての観光商品を販売することになるのである。
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